
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（宮城県　平成２７年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

登米市

株式会

社ベジ

ファク

トリー

たまね

ぎ，キャ

ベツ，

きゅう

り，にん

じん，そ

の他野菜

全出荷量に

占める契約

取引の割合

を100ポイ

ント増加。

0%

（-）

0%

（-）

100%

（598t/

598t）

100%

（692t/

692t）

100%

（621t/

621t）

100.0%

全出荷量に

占める契約

取引の割合

が100ポイ

ント増加し

た。

たまね

ぎ，

キャベ

ツ，

きゅう

り，に

んじ

ん，そ

の他野

菜

全出荷量

に占める

加工向け

又は外

食・中食

向けの割

合を100ポ

イント増

加。

0%

（-）

0%

（-）

100%

（598t/

598t）

100%

（692t/

692t）

100%

（621t/

621t）

100.0%

全出荷量に

占める加工

向け又は外

食・中食向

けの割合が

100ポイン

ト増加し

た。

・農産物処

理加工施設

敷地面積

2,998.57㎡

施設床面積

1,038.37㎡

（工場棟床

面積 S造2階

建925.76

㎡，

たまねぎ加

工場床面積

木造112.61

㎡）

生産能力

660t/年

内部設備一

式

248,596,950 100,000,000 0 0 148,596,950

平成26

年3月8

日

施設で加工される
カット野菜は、全
量、㈱三和食品との
契約取引を行ってい
る。出荷額も125百万
円を見込んでいた
が、平成27年度にお
いては281百万円と
なった。また、出荷
先を通じて加工・外
食･中食向けに流通し
ており、当初の成果
目標が達成された。
今後は、市内、県内
産野菜の仕入れ割合
を増加させ、地域農
業の活性化に寄与し
たい。

出荷全量が(株）三和
食品との契約取引と
なっており，目標を達
成している。出荷量も
計画数量と比較して
111％となっているか
ら事業の成果が認めら
る。市内産の仕入れ割
合を増加させるため，
生産拡大に向け技術支
援や新規掘り起こしな
ど，今後も引き続き事
業実施主体に対して情
報提供や助言等の支援
を行う。

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成
24年）

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成
24年）

１年後
（平成
25年）

２年後
（平成
26年）

３年後
（平成
27年）

別紙様式２号
都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目標
の具体的
な内容①

事業実施後の状況① 負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価
成果目標
の具体的
な実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

１年後
（平成
25年）

２年後
（平成
26年）

３年後
（平成
27年）

目標値
（平成
27年）

目標値
（平成
27年）

達成率



蔵王町

農事組

合法人

蔵王

ファー

ム

畜産周辺

環境影響

低減

畜種：豚

規制悪臭物

質22物質の

うち，畜産

関連物質9

物質を5物

質以上現行

量から90％

以上除去。

0物質

（・ｱﾝﾓ

ﾆｱ35ppm

・二硫

化ﾒﾁﾙ

0.084pp

m

・ﾄﾘﾒﾁﾙ

ｱﾐﾝ

0.148pp

m

・ﾌﾟﾛﾋﾟ

ｵﾝ酸

0.0055p

pm

・ﾉﾙﾏﾙ

酪酸

0.0083p

pm

・ﾉﾙﾏﾙ

吉草酸

0.0005p

pm

・ｲｿ吉

草酸

0.0024p

pm）

―

（流行

性下痢

症の流

行によ

り外部

業者の

入場を

制限し

たため

検査未

実施）

4物質

（・ｱﾝﾓ

ﾆｱ

0.1ppm

・二硫

化ﾒﾁﾙ

0.0005p

pm未満

・ﾄﾘﾒﾁﾙ

ｱﾐﾝ

(未測

定)

・ﾌﾟﾛﾋﾟ

ｵﾝ酸

0.0005p

pm未満

・ﾉﾙﾏﾙ

酪酸

0.0005p

pm未満

・ﾉﾙﾏﾙ

吉草酸

0.0005p

pm未満

・ｲｿ吉

草酸

0.0005p

pm未

満）

7物質

（・ｱﾝﾓ

ﾆｱ

0.1ppm

・二硫

化ﾒﾁﾙ

0.0005p

pm未満

・ﾄﾘﾒﾁﾙ

ｱﾐﾝ

0.0008p

pm未満

・ﾌﾟﾛﾋﾟ

ｵﾝ酸

0.0005p

pm未満

・ﾉﾙﾏﾙ

酪酸

0.0005p

pm未満

・ﾉﾙﾏﾙ

吉草酸

0.00005

ppm未満

・ｲｿ吉

草酸

0.0002p

pm未

満）

5物質

（現行

量から

90%削減

した場

合の数

値は以

下のと

おり。

・ｱﾝﾓﾆｱ

0.35ppm

・二硫

化ﾒﾁﾙ

0.0084p

pm

・ﾄﾘﾒﾁﾙ

ｱﾐﾝ

0.0148p

pm

・ﾌﾟﾛﾋﾟ

ｵﾝ酸

0.00055

ppm

・ﾉﾙﾏﾙ

酪酸

0.00083

ppm

・ﾉﾙﾏﾙ

吉草酸

0.00005

ppm

・ｲｿ吉

草酸

0.00024

ppm）

140.0%

畜産関連物

質9物質中7

物質につい

て，現行量

から90％以

上除去し

た。

畜産周

辺環境

影響低

減

畜種：

豚

肥育豚に

おける出

荷生産物

のうち

「上」に

格付けさ

れる割合

が3.5ポイ

ント増

加。

23.8%

(1,224

頭／

5,146

頭)

33.5%

(1,688

頭／

5,040

頭)

42.0%

(1,762

頭／

4,197

頭)

53.5%

(2,679

頭／

5,011

頭)

27.3%

(1,365

頭／

5,000

頭)

848.6%

肥育豚にお

ける出荷生

産物のうち

「上」に格

付けされる

割合が29.7

ポイント増

加した。

・畜産周辺

環境影響低

減施設

ハニカム

フィルター

式脱臭装置

計10台

ハイプレッ

シャーチム

ニーファン

（1.25kw）

10セット

洗浄ノズル

(丸多頭口ノ

ズル)　10

セット

循環ポンプ

（0.75kw）

20セット

（堆肥舎

1,000㎡､豚

舎2,200㎡､

1,500㎡､500

㎡）

180,600,000 85,714,000 0 0 94,886,000

平成25

年12月

13日

畜産関連物質のうち
７物質のうち５物質
について、現行量か
ら９０％以上除去す
る目標をを７物質で
達成した。
また、当初２３．
８％であった出荷生
産物の上物率も５
３．５％と格段に改
善され、何れも成果
目標を達成できた。

畜産関連物質９物質中
７物質について，現行
量から９０％以上除去
しており，また、出荷
生産物の上物率でも現
行より３．５ポイント
以上増加しており，双
方ともに成果目標を達
成していると評価す
る。



大崎市

みどり

の農業

協同組

合

土地利用

型作物

(稲)

事業実施地

区における

下位等級指

数（1等以

外の数量を

全出荷量で

除して100

を乗じたも

の）を50％

削減。

17.4%

(701t/

4,027t)

9.6%

(279t/2

,917t)

7.2%

(261t/

3,624t)

12.7%

(395t/

3,108t)

（27%削

減）

8.7%

(367t/4

,220t)

（50%削

減）

54.0%

事業実施地

区における

下位等級指

数を計画時

から4.7%削

減したが，

成果目標の

達成に至ら

なかった。

土地利

用型作

物(稲)

事業の受

益に係る

販売農家

の経営面

積のうち

環境保全

型農業に

取り組む

面積の割

合を1.4％

増加。

70.6%

(1,465h

a/2,075

ha)

72.6%

(1,479h

a/2.037

ha)

76.4%

(1,458h

a/1,909

ha)

68.2%

(1,186h

a/1,739

ha)

（2.4%

減少）

72%

(1,440h

a/2,000

ha)

（1.4%

増加）

-171.4%

事業の受益

に係る販売

農家の経営

面積のうち

環境保全型

農業に取り

組む面積に

ついて，平

成26年度は

76.4%に増

加したが，

平成27年度

は，雑草防

除等の防除

の追加を要

したことに

より68.2%

となり，成

果目標の達

成に至らな

かった。

・穀類乾燥

調製貯蔵施

設

色彩選別機

一式

調製・選別

ライン　一

式

48,720,000 23,200,000 0 0 25,520,000

平成26

年1月10

日

　色彩選別機及び調整・

選別ラインの機能強化を

図った結果、カメムシに

よる着色粒の除去等品質

向上を図る設備を整備す

ることが出来た。

　平成27年産米における

田尻地区における下位等

級指数は、出穂後の高温

や台風等の影響で12.7％

となり前年度（7.2%）よ

り大幅に悪化した。今後

は、関係機関と連携し、

栽培技術及び品質の向上

に向けた研修会等を一層

充実することにより目標

達成を目指す。

　環境保全型農業の取組

面積（環境保全米面積，

エコファーマー面積）

は、前年度は76.4％まで

増加したが、平成27年度

は、近年増加しているイ

ヌホタルイ等の抵抗性雑

草が７月の高温により多

発し、追加防除を実施し

たほ場が増加したことよ

り環境保全型農業の要件

から外れ、目標とする面

積には至らなかった。今

後は環境保全型農業の普

及及び栽培技術向上に向

けて、研修会等の実施を

増やすことにより目標達

成を目指す。

　なお、全出荷量につい

ては、主食用米の消費の

減少傾向から、事業年度

以降、生産数量目標が減

少しているため、計画数

量の74%程度となってい

る。

　本事業により色彩選別機

等を整備し、品質向上に向

けた出荷体制が整備され

た。

　成果目標①の平成27年産

米の下位等級指数について

は、出穂後の高温による

「白未熟粒」及び台風など

の日照不足による「充実度

不足」等の被害粒が多発し

たことから目標の達成には

至らなかった。目標達成に

向けて、大崎市及び事業実

施主体と連携し、栽培技術

や適期管理の推進を支援し

ていく。

　成果目標②の環境保全型

農業に取り組む面積につい

ては、イヌホタルイ等の抵

抗性雑草が７月の高温によ

り多発したことにより目標

とする面積に至らなかっ

た。目標達成に向けて、ほ

場管理及び栽培技術の研修

会及び情報提供等の実施を

増やすなどの支援をしてい

く。

　なお、全出荷量が計画数

量に至っていないが、これ

は、生産数量目標が減少し

たことによるものであり、

事情やむを得ないものと考

える。



涌谷町

みどり

の農業

協同組

合

土地利用

型作物

(稲)

事業実施地

区における

下位等級指

数（1等以

外の数量を

全出荷量で

除して100

を乗じたも

の）を

50.7％削

減。

13.8%

(519t／

3,788t)

5.3%

(172t/

3,215t)

10.1%

(339t/

3,351t)

10.2%

(306t/

2,994t)

（26.1%

削減）

6.8%

(252t/3

,700t)

（50.7%

削減）

51.4%

事業実施地

区における

下位等級指

数を計画時

から3.6%削

減したが，

成果目標の

達成に至ら

なかった。

土地利

用型作

物(稲)

事業の受

益に係る

販売農家

の経営面

積のうち

環境保全

型農業に

取り組む

面積の割

合を30％

増加。

26%

(493ha/

1,900ha

)

31%

(588ha/

1,896ha

)

39.3%

(726ha/

1,848ha

)

29.5%

(507ha/

1,719ha

)

（3.5%

増加）

56%

(1,064h

a/1,900

ha)

（30%増

加）

11.7%

事業の受益

に係る販売

農家の経営

面積のうち

環境保全型

農業に取り

組む面積に

ついて，平

成26年度は

39.3%に増

加したが，

平成27年度

は29.5%と

なり，成果

目標の達成

に至らな

かった。

・穀類乾燥

調製貯蔵施

設

色彩選別機

一式

調製・選別

ライン　一

式

62,160,000 29,600,000 0 0 32,560,000

平成26

年2月5

日

　色彩選別機及び調整・

選別ラインの機能強化を

図った結果、カメムシに

よる着色粒の除去等品質

向上を図る設備を整備す

ることが出来た。

　平成27年産米における

湧谷地区における下位等

級指数は、出穂後の高温

や台風等の影響で10.2％

となり成果目標の達成に

至らなかった。今後は、

各関係機関と連携し、栽

培技術及び品質の向上に

向けた研修会等を一層充

実することにより目標達

成を目指す。

　環境保全型農業の取組

面積（環境保全米面積，

エコファーマー面積）

は、前年度は39.5％まで

増加したが、平成27年

は、近年増加しているイ

ヌホタルイ等の抵抗性雑

草が７月の高温により多

発し、追加防除を実施し

たほ場が増加したことよ

り環境保全型農業の要件

から外れ、目標とする面

積には至らなかった。今

後は環境保全型農業の普

及及び栽培技術向上に向

けて、研修会等の実施を

増やすことにより目標達

成を目指す。

　なお、全出荷量につい

ては、主食用米の消費の

減少傾向から、事業年度

以降、生産数量目標が減

少しているため、計画数

量の81%程度となってい

る。

　本事業により色彩選別機

等を整備し、品質向上に向

けた出荷体制が整備され

た。

　成果目標①の平成27年産

米の下位等級指数について

は、出穂後の高温による

「白未熟粒」及び台風など

の日照不足による「充実度

不足」等の被害粒が多発し

たことから目標の達成に

は、至らなかった。目標達

成に向けて、大崎市及び事

業実施主体と連携し、栽培

技術や適期管理の推進を支

援していく。

　成果目標②の環境保全型

農業に取り組む面積につい

ては、イヌホタルイ等の抵

抗性雑草が７月の高温によ

り多発したことにより目標

とする面積には至らなかっ

た。目標達成に向けて、ほ

場管理及び栽培技術の研修

会及び情報提供等の実施を

増やすなどの支援をしてい

く。

　なお、全出荷量が計画数

量に至っていないが、これ

は、生産数量目標が減少し

たことによるものであり、

事情やむを得ないものと考

える。



加美町

加美よ

つば農

業協同

組合

土地利用

型作物(主

要農作物

種子)

事業の対象

となる主要

農作物種子

の合格率を

3ﾎﾟｲﾝﾄ向上

97%

(250ｔ

／257

ｔ)

97.2%

(245ｔ

／252t)

95.9%

(244t／

254t)

96.4%

(239t／

248t)

（0.6ﾎﾟ

ｲﾝﾄ低

下）

100%

(257t／

257t)

（3ﾎﾟｲﾝ

ﾄ向上）

-20.0%

事業の対象

となる主要

農作物種子

の合格率が

0.6ポイン

ト低下し

た。

土地利

用型作

物(主要

農作物

種子)

事業の対

象となる

主要農作

物種子の

生産に要

する10a当

たりの労

働時間を

10％削

減。

20時間

／10a

(10,919

.7時間

／

54.7ha)

20時間

／10a

(10,756

.09時間

／

53.7ha)

18.8時

間／10a

(10,211

.8時間

／

54.2ha)

18.6時

間／10a

(9,849.

7時間／

52.9ha)

（7%削

減）

18時間

／10a

(9,900

時間／

55ha)

（10%削

減）

70%

事業の対象

となる主要

農作物種子

の生産に要

する10a当

たりの労働

時間を

7.0％削減

したが，成

果目標の達

成に至らな

かった。

・種子育苗

生産関連施

設

荷受計量機

操作盤 一式

データ処理

装置　一式

シーケン

サー　一式

精選機

一式

比重選別機

一式

再流選別機

一式

異種粒除去

装置　一式

自動計量包

装機　一式

パレタイズ

ロボット

一式

湿式集塵機

内部材　一

式

フレコンタ

ンク・ス

ケール　一

式

循環乾燥機

内部材　一

式

乾燥機昇降

機部材　一

式

シュート関

係備品　一

式

73,500,000 35,000,000 0 0 38,500,000

平成26

年3月7

日

　ロボットパレタイザー

等を導入し、労働時間を

削減する効果は得られ

た。

　種子合格率１００％を

目指したが、品種特有の

「割れ籾」の発生（品種

名たきたて・蔵の華）、

８月中旬以降の長雨等に

よる「充実度不足」と

いった被害粒が発生し、

目標達成には至らなかっ

た。今後、品種特性を踏

まえた追肥時期・刈り取

り時期等について関係機

関と検討を加えながら達

成率の改善に向けて取り

組んでいく。

　労働時間については、

平成27年度は採種ほ場の

周辺ほ場でばか苗病の発

生が確認されたため、採

種ほ場及び周辺ほ場の巡

回及びほ場内の罹病株の

抜取作業を増加したこと

により、計画どおりの労

働時間削減には至らな

かった。今後、採種ほ場

の団地化の推進及び技術

指導の徹底により労働時

間の削減に努めるととも

に、種子調整プラントの

能力をフルに稼働させる

ための人員配置を適切に

行い、効率的な運用によ

り労働時間の削減に努め

る。

　なお、種子生産数量に

ついては、事業年度以

降、生産数量目標の減少

に伴う生産面積の減少に

より，種子の需要量が減

少しているため、種子生

産数量は、計画数量の96%

程度となっている。

　本事業で選別機及び異種

粒除去装置やロボットパレ

タイザー等を導入したこと

により、種子の品質向上等

を図る体制が整備された。

　成果目標①については、

８月中旬以降の長雨等によ

る充実度不足などの被害粒

の発生により目標の達成に

至らなかった。今後、これ

まで以上に、適期の追肥及

び刈り取りの技術指導を徹

底し、目標達成への支援を

行っていく。

 成果目標②の労働時間

は、ロボットパレタイザー

の導入により労働時間を削

減することが出来たが、ほ

場の巡回及び抜取作業の増

加により、計画どおりの労

働時間削減には至らなかっ

た。今後、採取ほ場の団地

化の推進及びほ場管理の技

術指導を徹底し、労働時間

の削減の支援を実施してい

く。

　なお、種子生産数量が計

画数量に至っていないが、

これは、生産数量目標が減

少したことによるものであ

り、事情やむを得ないもの

と考える。

118.4%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県
平均達成率

評価対象である５地区のうち，２地区で成果目標を達成した。
対象作物が土地利用型作物である３地区については，出穂後の高温及び台風などの天候の影響もありすべての成果目標で未達成となった。今後は早期の目標達成に向
け，各事業実施主体への指導を重点的に行う。


